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○三島市廃棄物の処理及び清掃に関する規則 

平成7年9月27日 

規則第26号 

改正 平成10年3月31日規則第15号 

平成13年3月28日規則第22号 

平成24年12月21日規則第48号 

平成27年9月11日規則第29号 

平成29年9月15日規則第46号 

平成29年12月15日規則第50号 

三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則(昭和48年三島市規則第18号)の全部

を改正する。 

(趣旨) 

第1条 この規則は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号。以下「法」

という。)及び浄化槽法(昭和58年法律第43号)並びに三島市廃棄物の処理及び清掃に関す

る条例(平成7年三島市条例第31号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

(多量の一般廃棄物) 

第2条 条例第9条第3項の規則で定める多量の一般廃棄物は、20キログラム以上排出される

一般廃棄物とする。 

(事業活動に伴う多量の一般廃棄物等) 

第3条 条例第10条第1項の規則で定める多量の一般廃棄物は、1月当たり200キログラム以

上排出される一般廃棄物とする。 

2 条例第10条第1項の規定による届出をしようとする事業者は、様式第1号による多量の一

般廃棄物排出届出書を市長に提出しなければならない。 

(市が行う一般廃棄物の収集等により処理することができる事業活動に伴う一般廃棄物の

排出量等) 

第4条 条例第10条第2項後段の規則で定める排出量は、10キログラムとする。 

2 条例第10条第2項後段の規定による届出をしようとする事業者は、様式第2号による事業

活動に伴う一般廃棄物排出届出書を市長に提出しなければならない。 

3 条例第10条第2項後段に規定する指定収集袋は、市長が指定する場所で交付するものと

する。 
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(資源物) 

第4条の2 条例第10条の2第2項の古紙その他の規則で定めるものは、古紙、缶、金属くず、

瓶、ペットボトル、布及び廃食用油とする。 

(ごみ集積所の位置を示す図面の設置場所) 

第4条の3 条例第10条の2第3項の規則で定める場所は、次に掲げる場所とする。 

(1) 三島市役所 

(2) 三島市清掃センター 

(3) その他市長が特に必要と認める場所 

(市の一般廃棄物処理施設における産業廃棄物の処理の許可の申請) 

第5条 条例第12条第2項の規定による市の一般廃棄物処理施設における産業廃棄物の処理

の許可を受けようとする事業者は、様式第3号による産業廃棄物処理許可申請書を市長に

提出しなければならない。 

(手数料等の納付方法) 

第6条 条例第15条第1項の規定による手数料等の納付は、当該廃棄物の処理の際に行わな

ければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、条例第10条第2項後段の規定による処理に係る手数料の納付

は、第4条第3項の規定により指定収集袋の交付を受ける際に行わなければならない。 

3 前2項の規定にかかわらず、市長が必要と認めたときは、市長が指定する期限までに納

付することができる。 

(手数料等の還付) 

第6条の2 条例第15条第2項ただし書の規定による手数料等の還付を受けようとする者は、

様式第3号の2による一般廃棄物処理手数料等還付申請書を市長に提出しなければならな

い。 

(手数料等の減免) 

第7条 条例第16条の規定により手数料等を減免する場合の減免額は、次の各号に掲げる区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第2条第1号に規定する災害により生じた廃

棄物を処理する場合 当該手数料等の全額 

(2) 火災により生じた廃棄物を処理する場合 当該手数料等の全額 

(3) 生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第1項の規定による保護を受けている者が

排出した廃棄物を処理する場合 当該手数料等の全額 
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(4) 地域の美化に係る活動に伴い生じた廃棄物を処理する場合 当該手数料等の全額 

(5) その他市長が特に必要と認める場合 市長が定める額 

2 条例第16条の規定により手数料等の減免を受けようとする者は、様式第4号による一般

廃棄物処理手数料等減免申請書に市長が必要と認める書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

(一般廃棄物処理業の許可等の申請等) 

第8条 法第7条第1項若しくは第6項の許可を受けようとする者又は同条第2項若しくは第7

項に規定する許可の更新を受けようとする者は、様式第5号による一般廃棄物処理業許可

申請書を市長に提出しなければならない。 

2 法第7条の2第1項の規定による事業の範囲の変更の許可を受けようとする者は、様式第6

号による一般廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書を市長に提出しなければならない。 

(一般廃棄物処理業の許可証) 

第9条 市長は、法第7条第1項又は第7条の2第1項の許可をしたときは様式第7号による一般

廃棄物収集運搬業許可証を、法第7条第6項又は第7条の2第1項の許可をしたときは様式第

8号による一般廃棄物処分業許可証を交付するものとする。 

(一般廃棄物処理業の廃止等の届出) 

第10条 法第7条の2第3項の規定による廃止又は変更の届出をしようとする一般廃棄物収

集運搬業者又は一般廃棄物処分業者は、様式第9号による一般廃棄物処理業廃止等届出書

を市長に提出しなければならない。 

(一般廃棄物処理業の業務状況報告) 

第11条 法第7条第1項若しくは第6項又は第7条の2第1項の許可を受けた者は、毎月の業務

状況を記載した様式第10号による業務状況報告書を翌月10日までに市長に提出しなけれ

ばならない。 

(浄化槽清掃業の許可の申請) 

第12条 浄化槽法第35条第1項の許可を受けようとする者は、様式第11号による浄化槽清掃

業許可申請書を市長に提出しなければならない。 

(浄化槽清掃業の許可証) 

第13条 市長は、浄化槽法第35条第1項の許可をしたときは、様式第12号による浄化槽清掃

業許可証を交付するものとする。 

(浄化槽清掃業の変更の届出) 

第14条 浄化槽法第37条の規定による変更の届出をしようとする者は、様式第13号による
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浄化槽清掃業変更届出書を市長に提出しなければならない。 

(浄化槽清掃業の廃業等の届出) 

第15条 浄化槽法第38条の規定による廃業等の届出をしようとする者は、様式第14号によ

る浄化槽清掃業廃業等届出書を市長に提出しなければならない。 

(浄化槽清掃業の業務状況報告) 

第16条 浄化槽法第35条第1項の許可を受けた者は、毎月の業務状況を記載した様式第10

号による業務状況報告書を翌月10日までに市長に提出しなければならない。 

(許可証の有効期間等) 

第17条 第9条又は第13条の規定により交付された許可証(以下単に「許可証」という。)の

有効期間は、2年とする。 

2 許可証は、他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

(許可証の再交付) 

第18条 法第7条第1項若しくは第6項若しくは第7条の2第1項の許可を受けた者又は浄化槽

法第35条第1項の許可を受けた者(以下「一般廃棄物処理業者等」という。)が、許可証を

亡失し、又は破損したときは、その再交付を申請することができる。 

2 前項の規定による許可証の再交付の申請をしようとする一般廃棄物処理業者等は、様式

第15号による許可証再交付申請書を市長に提出しなければならない。 

(許可証の返納) 

第19条 一般廃棄物処理業者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに許可証

を市長に返納しなければならない。 

(1) 法第7条第1項若しくは第6項若しくは第7条の2第1項又は浄化槽法第35条第1項の許

可を取り消されたとき。 

(2) その一般廃棄物の収集、運搬若しくは処分の事業の全部を廃止したとき、又は浄化

槽法第38条各号に掲げる場合に該当することとなったとき。 

(3) その一般廃棄物の収集、運搬若しくは処分の事業の全部の停止を命ぜられたとき、

又は浄化槽清掃業の全部の停止を命ぜられたとき。 

(4) 許可証の再交付を受けた後に亡失した許可証を発見したとき。 

(公表) 

第20条 条例第19条第1項の規定による公表は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 違反した者の住所(法人にあっては、主たる事務所の所在地) 

(2) 違反した者の氏名(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 
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(3) 違反した日時及び場所 

(4) 命令の内容 

(5) 違反した者が条例第19条第2項に規定する意見陳述をしたときは、その内容 

(6) その他市長が必要と認める事項 

2 前項の公表は、三島市役所の掲示場に掲示することその他市長が適当と認める方法によ

り行うものとする。 

(補則) 

第21条 この規則に定めるもののほか、廃棄物の処理及び清掃に関し必要な事項は、別に定

める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成8年1月1日から施行する。ただし、第3条から第7条までの規定は、平

成8年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 前項本文の規定にかかわらず、改正前の三島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行

規則(以下「改正前の規則」という。)第2条、第3条、第11条、第12条及び第13条の規定

は、平成8年3月31日までの間は、なおその効力を有する。 

3 この規則の施行の際現に改正前の規則第5条第1項の規定により交付を受けている許可

証及び同条第2項の規定により再交付を受けている許可証は、当該許可証の有効期間の満

了する日までの間は、改正後の三島市廃棄物の処理及び清掃に関する規則第9条及び第13

条の規定により交付された許可証並びに第18条の規定により再交付された許可証とみな

す。 

附 則(平成10年規則第15号) 

この規則は、平成10年4月1日から施行する。 

附 則(平成13年規則第22号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成24年規則第48号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成27年規則第29号) 

1 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

2 改正後の第6条の2及び第7条の規定は、この規則の施行の日以後に処理する一般廃棄物
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に係る手数料及び産業廃棄物に係る費用について適用し、同日前に処理した一般廃棄物に

係る手数料及び産業廃棄物に係る費用については、なお従前の例による。 

附 則(平成29年規則第46号) 

この規則は、平成30年1月1日から施行する。 

附 則(平成29年規則第50号) 

1 この規則は、平成30年10月1日から施行する。ただし、様式第2号の改正規定は、平成30

年4月1日から施行する。 

2 改正後の第4条第3項の規定による指定収集袋の交付及び改正後の第6条第2項に規定す

る手数料の納付は、この規則の施行の日前においても行うことができる。 

3 この規則の施行の際、改正前の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して

使用することができる。 
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様式第1号(第3条関係) 

様式第2号(第4条関係) 

様式第3号(第5条関係) 

様式第3号の2(第6条の2関係) 

様式第4号(第7条関係) 

様式第5号(第8条関係) 

様式第6号(第8条関係) 

様式第7号(第9条関係) 

様式第8号(第9条関係) 

様式第9号(第10条関係) 

様式第10号(第11条・第16条関係) 

様式第11号(第12条関係) 

様式第12号(第13条関係) 

様式第13号(第14条関係) 

様式第14号(第15条関係) 

様式第15号(第18条関係) 

 


